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運航管理システム

ISO23629-5
UTM Functional 
Structureを参照

認証系／
アクセス制御

系

外部
データベース等

データ流通システム（ドローン領域データ流通システム）

ドローン情報基
盤システム
（DIPS）

機体飛行制御シス
テム（FOS）

アクセスログ機能
（決済媒介）

航路の安全管理を
支援する機能

共通ツール

SDK

共通
ライブラリ

ルール・
トラスト

航路キャパ
シティ管理

航路ボ
リューム

航路運航
ルール

コネクタ機能
アダプタ機能

連携サービス層 関係サービス層

データカタログ
機能

各社システム層

ドローン航路システム

アプリケーション層
アプリケーションB

ドローン航路に係るシステムアーキテクチャ

機能等凡例

・・・

・・・

※各層のシステムは、以下を満たす
機能を実装する。
・ログの管理
・データの機密性の確保
・データの完全性の確保
・セキュアな通信

ユーザ
認証機能

アクセス
制御機能
（認可）

データ流通層

他のドローン航路システム

認定制度

仕様・規格

空域デジタルツインを
構築する機能

航路の簡便な利用
を支援する機能

ドローンポート及び機
体リソース等を管理・

提供する機能
外部関連システムと
直接連携する機能

*1 空間情報については共通識別子として空間IDの利用を想定。

・
・
・

アプリケーションC ・・・

ドローン航路システムにおけるトラストの考え方 等

標準データ
モデル

標準データ
構造

共通
識別子*1

航路ネット
ワークトポロ

ジー

標準API

・・・

トラストサービス層

他の国内外
データスペース

等
認証
機能

補助データサービス
プロバイダ

システム
認証機能

外部データベース等
静的情報

Import

PUT/GET

ユーザシステム ユーザシステム

予約アプリ ・・・ 分析アプリ ・・・

事業者A 事業者B

GET

共通GUI

立体的に空域の最
外縁（航路）を画
定し情報を配信する

機能
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ドローン航路システム①
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空域デジタルツイ
ンを構築する機能

4次元時空間情報を蓄積・更新・統合し、デ
ジタルツインを構築することで、ドローン運航事
業者の情報整備に係る負担を軽減するととも
に、データの二次利用を可能とする。

立体的に空域の
最外縁（航路）
を画定し情報を
配信する機能

最大落下許容範囲及び航路範囲※1を定義
し、蓄積した航路情報※2とともに配信すること
で、ドローン運航事業者の飛行承認申請に係
る情報収集や飛行計画策定の負担を軽減す
るとともに、データの二次利用を可能とする。

航路の簡便な利
用を支援する機

能

航路の予約及び航路間相互乗入を可能とす
ることで、ドローン運航事業者の簡便な航路利
用を可能とする。
また、ドローン運航に係る他者への情報周知を
一括で行うことにより、ドローン運航事業者の他
者との調整に係る負担を軽減する。

• 4次元時空間情報（地形、障害物、風速、天候、電波、人流、鉄
道運行、規制・イベント情報等）を蓄積及び更新できること

• 4次元時空間情報を統合し空域デジタルツインを構築できること

• 最大落下分散許容範囲を定義できること
• 地上及び上空リスク等の制約要因に基づいて空域デジタルツインか

ら立体的に航路を画定できること
• 航路利用者の要求に基づき、最大落下分散許容範囲情報、航路

範囲情報、及び航路情報を提供できること

※1 地上及び上空リスク等の制約要因に基づいて立体的に画定した空域の最外縁の範囲
※2 航路範囲における4次元時空間情報

機能 機能概要・提供価値 機能要求* 考慮するポイント

• 航路利用者の依頼に基づき、航路の利用を予約できること
• 航路利用者の依頼に基づき、航路の予約可否情報を提供できるこ

と
• 航路利用者の依頼に基づき、他の航路運営事業者の航路システム

に接続し、他航路の予約及び航路情報の授受ができること
• 航路利用者の要求に基づき、ドローン運航に関する情報を他者に

周知できること

ドローン運航のための社会的理解の醸成が進んでおり、地上及び上空環境が整備された空域において、地上及び上空の4次元時空間情報等を
用いて仮想的に空域のデジタルツインを構築した上で、地上及び上空リスク等の制約要因に基づいて立体的に空域の最外縁（以下「航路」とい
う。）を画定し、航路内部の安全かつ高速な運航に必要な情報配信及び安全管理の支援等を統合的に行うとともに、当該航路ならびに航路
に紐付けられた機体、ドローンポート及び緊急着陸場等のリソースの統合的な稼働状況の管理及び簡便な利用等を可能にするシステム

概要

• 4次元時空間情報のデータ項目、データ形式、更新頻度
• 4次元時空間情報のデータ形式は最新バージョンの「4次元時空間

情報基盤ガイドライン」を参考に定めること
• 行政機関の管理するシステムとの接続が必要な場合、関係省庁、

経済産業省及びDADCと協議の上インターフェースの定義を行うこと

• データ流通層とのインターフェースは最新バージョンの「サプライチェーン
上のデータ連携の仕組みに関するガイドライン」及び「4次元時空間
情報基盤ガイドライン」を参考に定めること

• 運航管理システムと連携する必要のある機能はISO 23629-5及
び23629-7を参考にインターフェースを定めること

• データ流通層とのインターフェースは最新バージョンの「サプライチェーン
上のデータ連携の仕組みに関するガイドライン」及び「4次元時空間
情報基盤ガイドライン」を参考に定めること

• 情報周知先及び周知内容については、 「無人航空機の飛行に関
する許可・承認の審査要領（カテゴリーⅡ、Ⅲ）」を参考の上、飛
行経路周辺の関係者(インフラ管理者、自治体等)も考慮し定める
こと

• 行政機関の管理するシステムとの接続が必要な場合、関係省庁、
経済産業省及びDADCと協議の上インターフェースの定義を行うこと

※DADC及び関係者と協議の上定めること。また、非機能要求についても同様に各事業者にて検討の上、DADC及び関係者と協議の上定めること。



ドローン航路システム②
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航路の安全管理
を支援する機能

運航の航路適合性を評価し、航路の閉塞及
び機体の航路逸脱を管理し、過去の運航に関
する情報等を提供することで、運航前・運航
中・運航後におけるドローン運航事業者の安
全管理に係る負担を軽減する。

ドローンポート及
び機体リソースを
管理・提供する機

能

航路に紐づくドローンポート・緊急着陸場・機
体（ペイロード含）等を管理し提供することで、
ドローン運航者のアセット整備に係る負担を軽
減するとともに、ドローン等を所持していない事
業者のドローン活用を可能とする。

• 航路利用者の依頼に基づき、航路に紐づくドローンポート及び緊急
離着陸場の位置及び離発着可否等を共有し利用予約できること

• 航路利用者の依頼に基づき、航路に登録された機体の位置及び駐
機情報等を共有し、機体及びそのペイロードについて利用予約でき
ること

• 航路利用者の依頼に基づき、機体性能を踏まえ飛行経路が航路
範囲及び最大落下分散許容範囲に適合していることを確認し、確
認結果を航路利用者に提供できること

• 航路の閉塞を管理できること
• 運航中の機体が航路範囲から逸脱したことを検知し、ドローン運航

事業者に通知できること
• 航路利用者の依頼に基づき、過去の運航に関する情報(運航実績、

航路情報等)を提供できること

• 運航管理システムと連携する必要のある機能に関してはISO 
23629-5及び23629-7を参考にインターフェースを定めること

• データ流通層と接続する必要のある機能に関しては最新バージョンの
「サプライチェーン上のデータ連携の仕組みに関するガイドライン」及び
「4次元時空間情報基盤ガイドライン」を参考にインターフェースを定
めること

• 過去の運航に関する情報のデータ項目については、「無人航空機の
事故及び重大インシデントの報告要領」及び運輸安全委員会によ
る事故調査の内容を参考に定めること

• 安全確保の観点から航空法等をはじめとする各種規制やASTMイ
ンターナショナル及びEUROCAE等で定められる標準等を遵守の上
で設計することを原則とし、その開発に際しては航空局等の規制当
局と連携すること

※1 SWIM（System Wide Information Management）：将来の航空交通管理システムにおいて情報交換を容易にするため、システム全体で情報管理をする仕組み

機能 機能概要・提供価値 機能要求* 考慮するポイント

外部関連システム
と直接連携する機

能

外部関連システム（SWIM、リスク評価エンジ
ン、災害関連システム）と情報の授受を行う機
能を提供することにより、有人航空機の運航事
業者との調整や運航のリスク評価に係るドロー
ン運航事業者の負担軽減及び災害時の航路
活用を可能とする。

• SWIM※1に航路範囲情報等を提供できること
• ドローン運航事業者の依頼に基づき、補助データサービスプロバイダ

等が提供するリスク評価エンジンと接続し、リスク評価に必要な情報
を送付し、リスク評価結果を取得し、ドローン運航事業者に送付でき
ること

• 災害関連システム等と連携できること

• ドローンポートとのインターフェースはISO 5491を参考に定めること
• 運航管理システムと連携する必要のある機能はISO 23629-5及

び23629-7を参考にインターフェースを定めること

• 行政機関の管理するシステムとの接続が必要な場合、関係省庁、
経済産業省及びDADCと協議の上インターフェースの定義を行うこと

• 運航管理システムと連携する必要のある機能に関してはISO 
23629-5及び23629-7を参考にインターフェースを定めること

※ DADC及び関係者と協議の上定めること。また、非機能要求についても同様に各事業者にて検討の上、DADC及び関係者と協議の上定めること。



データ整備支援機能

インフラ管理DXに係るシステムアーキテクチャ

各者システム層

アプリケーション層

データ流通層

インフラ管理共通機能
（インフラ管理DXシステム）

インデックス(空間ID)管理機能

アセット層

電力会社
システム

ガス会社
システム

通信会社
システム ・・・

データ流通システム（インフラ管理DX領域データ流通システム）

インフラ管理事業者間 インフラ管理領域内情報活用

施工事業者 ・・・

領域外情報提供

各種防災
システム ・・・

災害時設備状況共有埋設物照会アプリ

埋設物照会機能

マシンガイダンスアプリ

マシンガイダンス機能

3D都市モデル生成機能

空間ID生成機能 アクセス制御機能

アクセス履歴管理機能位置補正機能

アクセス権限設定機能

上水道
システム

下水道
システム

データ統合機能

災害時設備状況共有機能

3D都市モデル管理機能

データ整備
/更新時 運用管理時

インフラ管理DXにおけるトラストの考え方 等
トラストサービス層

コネクタ
アダプタ

認
証 データカタログ

連携サービス層

他の国内外
データスペース

等

認証系／
アクセス制御系

ユーザ認証

システム認証
アクセス

制御機能
（認可）

・・・

機能等凡例

共通ツール

SDK

共通
ライブラリ

ルール・
トラスト

・・・

共通識別子

共通データモデル

契約雛形

認定・認証制度

利用規約雛形

運用規約雛形

法令

･･･

アクセスログ
（決済媒介）

*1 空間情報については共通識別子として空間IDの利用を想定。

関係サービス層

B. インフラ管理DX
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インフラ管理DXシステム／データ整備支援機能

機能 機能詳細* 考慮するポイント機能概要・提供価値

インフラ管理共
通機能

• 各社が保有する設備のシェ
ア可能な情報のデータ主権
を確保して空間ID化し、情
報の統合を行うことで競争
領域のアプリケーションを多
数生み出す

• アプリケーション層のアプリケーションからのデータ取得要求に対し、
インデックス情報を統合、演算、抽出する機能

• 3D都市モデルから生成されたインデックス情報を管理する機能
• 3D都市モデルまたは3D都市モデルのメタ情報を管理する機能
• データ主権者自らが対象とするデータ（地下埋設物の空間ID、

属性）をどのアプリケーションに対して利用可能か、アクセス権限を
設定可能とする機能

• データ主権者が設定したデータへのアクセス権限に従い、アプリケー
ション層に配置されたアプリケーションからのデータアクセスを制御す
る機能

• アプリケーション層に配置されたアプリケーションがどのデータを利用し
たか、アクセス履歴を保持し、データ主権者が必要に応じて確認で
きるようにする機能

• 提供設備データ、フォーマット、メタデータ
• データに対するセキュリティ基準、利用条件
• データに対するセキュリティ対策
• 認証対象とするユーザ、組織、アプリケーションの定義、認証方法
• アクセス権限管理、アクセス制御方法
• システム機能配置
• データ更新手法
• 流通するデータは４次元時空間情報基盤ガイドラインを参考に定める

各社が保有する設備情報を標準化したうえで、設備の場所をインデックスとして適切なアクセス制御を行いながらアプリケーションにデータを提供するシステム。インフラ管理事業者の業務効
率化を始めとする様々なアプリケーションが創出されるプラットフォームを目指す。目的

データ整備支援
機能

• 各社が保有する設備データ
の形式や位置補正を自動
化することで、データ整備に
かかるコスト、時間を大幅に
削減させる

• 設備データの位置を補正する機能
• 設備データから3D都市モデルを生成する機能
• 3D都市モデルからインデックス情報を生成する機能
• 紙図面やPDF等をデジタル化する際の作図支援機能

• 位置補正、3Dデータ、空間ID生成方法
• 整備するデータの品質水準、対応策
• 流通するデータは４次元時空間情報基盤ガイドライン」を参考に定め

る

※DADC及び関係者と協議の上定めること。また、非機能要求についても同様に各事業者にて検討の上、DADC及び関係者と協議の上定めること。

B. インフラ管理DX
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埋設物照会アプリ
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考慮するポイント機能

埋設物照会機
能

機能概要・提供価値 機能詳細*

• 埋設物照会業務を行うために必要となるデータ項目の定義
• 情報の鮮度、品質
• 流通するデータは最新バージョンの「４次元時空間情報基盤ガイドラ

イン」に準拠してに定める

地下埋設物を保有するインフラ管理事業者各社がシェア可能な設備データを提供し、共通化可能なアプリケーションとして切り出すことで、従来アナログに行われていた業務
がデジタル完結し、相乗的に業務が効率化されることを狙う。

• インフラ管理事業者間で共
通する業務機能を提供する

• インフラ管理業務がデジタ
ル・リモート完結し、大幅な
業務効率化が見込まれる

目的

• 各事業者が埋設物の存在有無判断のために個別に手動で行っ
ている照会作業を効率化する機能

• 工事計画範囲の埋設物の有無を検索し、応答する機能
• 権限に応じて埋設物の属性情報を返却する機能

※DADC及び関係者と協議の上定めること。また、非機能要求についても同様に各事業者にて検討の上、DADC及び関係者と協議の上定めること。

B. インフラ管理DX



マシンガイダンスアプリ
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考慮するポイント機能

マシンガイダンス
機能

機能概要・提供価値 機能詳細*

• マシンガイダンスを行うために必要となるデータ項目、詳細度の定義
• 工事実施時の最新現況データ還流の仕組み
• 情報の鮮度、品質
• 流通するデータは最新バージョンの「４次元時空間情報基盤ガイドラ

イン」に準拠してに定める

3DデジタルインフラとMG＋遠隔操作システムの活用により、施工時のさらなる安全性向上及び、労働者不足の解消、災害支援に貢献可能な仕組み作りが可能となる。作業者は物理
的距離から解放され通常時は施工、災害時は復旧作業。ICT建機さえあれば全国の作業者が近くのターミナルから全国の工事現場、災害現場の作業を安全に行うことができる。

• 工事に関連する事業者に
共通する業務機能を提供
する

• 工事業務がリデジタル・モー
ト完結し、いつでもどこでも
安全・安心な施工が行われ
る

目的

• 効率的で安全な建設機械操作を支援するために、設備の存在
位置等の施工時に必要な情報をICT建機オペレータに提供する
機能

• インフラ管理共通機能を呼び出し、施工計画範囲の地下埋設物
データと紐付いているボクセルを、権限に応じた適切な詳細度合い
（空間IDのズームレベル）で取得する機能

※DADC及び関係者と協議の上定めること。また、非機能要求についても同様に各事業者にて検討の上、DADC及び関係者と協議の上定めること。

B. インフラ管理DX



災害時設備情報共有アプリ
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考慮するポイント機能

災害時
設備状況
共有機能

機能概要・提供価値 機能詳細*

• インフラ管理事業者からの情報種別、提供フォーマット
• アプリケーション詳細仕様
• 情報の鮮度、品質
• 流通するデータは最新バージョンの「４次元時空間情報基盤ガイドラ

イン」に準拠してに定める

災害発生時における設備の被災状況を統合可能な情報で収集し、インフラ管理事業者間・自治体・国などの関係者間で共有することで、迅速な応急復旧の遂行、およびその後の災害
対応を迅速に進めることが可能になる。

• 災害時応急復旧の迅速化
• 応急復旧後の災害対応の

迅速化

目的

• インフラ管理事業者から地下埋設物の空間IDと重ね合わせ可能
な設備状況の情報を収集し、管理する機能

• インフラ管理DXシステムの地下埋設物の空間IDと設備状況を結
合し、集計・演算する機能

• 各種防災システムや自治体、インフラ管理事業者各者向けに統
合した情報を提供する機能

※DADC及び関係者と協議の上定めること。また、非機能要求についても同様に各事業者にて検討の上、DADC及び関係者と協議の上定めること。

B. インフラ管理DX



自動運転支援道に係るシステムアーキテクチャ C. 自動運転支援道

必須な項目 例示として記載する事項

共通ツール層
共通ツール

･･･

各種アプリ
実装例

ルール・トラスト層
ルール・トラスト

共通識別子

共通データモデル

契約雛形

認定・認証制度

利用規約雛形

運用規約雛形

法令

共通ツール

･･･

SDK

･･･

トラストサービス層

路側カメラ、LiDAR等
サービス

車両運行サービス 輸送サービス

環境情報連携システム

各者システム層 気象
システム

交通
システム

通信
システム ・・・

アプリケーション層

データ
流通層

連携
サービス層

データ流通システム

各社開発
システム ・・・ 運行管理

システム ・・・

ヒヤリハット情報
管理システム

走行支援アプリ

輸送支援システム

共同輸送の運行を
最適化する機能

共同輸送アプリ

物流各社
システム ・・・利用者システム

（ERP等）

アセット層 通信
装置 車両

地図アプリ

車両情報
連携システム

車両情報を軽量かつ
機械可読可能にする機能

車両 荷物カメラ・
LiDAR V2X通信

環境情報を軽量かつ機械
可読可能にする機能

路側デバイスを登録、
参照する機能

路側デバイスの故障を
診断する機能

個人情報を
適切に処理する機能

ヒヤリハット情報を
収集・共有する機能

データ連携
システム層

認証系／アクセ
ス制御系

ユーザ認証

…

システム認証

アクセス制御
（認可）

データ流通システム データ流通システム

10

倉庫

コネクタ
アダプタ

認
証

アクセスログ（決済媒介）

データカタログ

コネクタ
アダプタ

認
証

アクセスログ（決済媒介）

データカタログ

コネクタ
アダプタ

認
証

アクセスログ（決済媒介）

データカタログ

輸送管理アプリ

機能等凡例

自動運転支援道におけるトラストの考え方 等



環境情報連携システム①
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各利用者の依頼に基づいて、環境情報や、環境情報の提供元の稼働状況を収集し、各環境情報の時刻・位置等を同期して情報の重ね合わせを行い、個人情報を保
護した上で、軽量かつ機械可読可能な形式で利用者へ共有することを目的とする。目的

機能 機能概要・提供価値

環境情報を
軽量かつ機械

可読可能
にする機能

各社の環境システムから環境情報を取
得し、環境情報を重ね合わせて各アプ
リへ共有することにより、各アプリ・システ
ムが軽量かつ機械可読可能な形で環
境情報を利用できる価値を提供する。

機能要求*

• 認証された走行支援アプリ／運行管理システムからの環
境情報取得依頼に基づき、利用先で軽量かつ機械可
読可能な形式に環境情報を変換し、提供できること

• 認証された走行支援アプリ／運行管理システムからの依
頼に基づき、環境情報の変化が発生した場合に走行支
援アプリ／運行管理システムへ軽量かつ機械可読可能
な形式に環境情報を変換し、提供できること。

• 認証された機器管理システムから送付される路側デバイ
スの取得した情報や機器の状況を受け付けられること

• 認証された環境情報提供システムから送付される環境
情報を受け付けられること

• 機器管理システムへ路側デバイスの取得した情報や機
器の状況の取得を要求し、情報を収集できること

• 各者のシステムへ各者のシステムが取得が取得した環境
情報の取得を要求し、情報を収集できること

考慮するポイント

• 最新バージョンの「４次元時空間情報基盤アーキテク
チャガイドライン」に準拠し、情報の変換、結合を行う

• 車両が安全に運行できる処理速度で実装する

※DADC及び関係者と協議の上定めること。また、非機能要求についても同様に各事業者にて検討の上、DADC及び関係者と協議の上定めること。

C. 自動運転支援道



環境情報連携システム②
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各利用者の依頼に基づいて、環境情報や、環境情報の提供元の稼働状況を収集し、各環境情報の時刻・位置等を同期して情報の重ね合わせを行い、個人情報を保
護した形で利用者へ共有することを目的とする。目的

機能 機能概要・提供価値 機能要求* 考慮するポイント

※DADC及び関係者と協議の上定めること。また、非機能要求についても同様に各事業者にて検討の上、DADC及び関係者と協議の上定めること。

路側デバイスを
登録・参照
する機能

路側デバイスの設置箇所、仕様、認証
情報等を保持することにより、利用者
側で運行経路全ての情報を保持、情
報更新する負担を軽減する。

• 路側デバイスの情報（設置箇所、仕様、認証情報
等）を収集できること

• 環境情報を統合する機能を経由して利用者へ提供でき
ること

• 路側デバイスと車両間のセキュリティ確保手段を踏まえて
情報の保持・提供を行う

路側デバイスの
故障を診断
する機能

路側デバイスの機器状況を収集・提供
することにより、安全な運行を支援する。

• 路側デバイスの状況（故障情報等）を収集できること
• 環境情報を統合する機能を経由して利用者へ提供でき

ること

• 機器状況は、車両運行の安全性を確保できる頻度で収
集する

個人情報等
を適切に処理

する機能

個人情報をデータ収集時にマスキング
することにより、この後の取り扱いを容易
にし、２次利用を可能にする。

• 路側デバイスから情報を収集した際にマスキング処理等
を行うことにより、個人情報の保護を行うこと

• 個人情報の保護処理は、復元を不可能にする
• 車両運行に支障のない処理速度で実装する

C. 自動運転支援道



ヒヤリハット情報管理システム
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ヒヤリハット情報およびヒヤリハット発生時の環境情報を収集し、リスクシナリオ、環境モデルを生成、管理、共有することを目的とする。目的

機能 機能概要・提供価値

ヒヤリハット情報
を収集・共有

する機能

各者のシステムからヒヤリハット情報を
収集し、リスクシナリオおよび環境モデル
を各者へ共有することで、車両開発の
効率改善、安全性向上に貢献する。

機能要求*

• 認証された運行管理システム／運行管理アプリから送付
されるヒヤリハットを再現可能な情報を取得、管理できる
こと

• 取得したヒヤリハットを再現可能な情報から位置、時刻
情報を取得し、環境情報連携システムへ環境情報の取
得を依頼し、環境情報を取得できること

• ヒヤリハットを再現可能な情報、環境情報からリスクシナリ
オを生成、管理できること

• ヒヤリハットを再現可能な情報、環境情報から環境モデ
ルを生成、管理できること

• リスクシナリオ、環境モデルを生成後、開発システム／開
発アプリへリスクシナリオ、環境モデルを送付できること

• リスクシナリオ、環境モデルの検索、送付ができること

考慮するポイント

• ヒヤリハットの判断条件、共有条件を定義する
• ASAM標準活動で定義されたOpen SCENARIO形式

等、国際標準化動向を踏まえて、データ形式等を定義
する

※DADC及び関係者と協議の上定めること。また、非機能要求についても同様に各事業者にて検討の上、DADC及び関係者と協議の上定めること。

C. 自動運転支援道



車両情報連携システム
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各利用者の依頼に基づいて、車両情報を収集し、各車両情報の時刻・位置等を同期して、情報の重ね合わせを行い、個人情報を保護した上で、軽量かつ機械可読可
能な形式で利用者へ共有することを目的とする。目的

機能 機能概要・提供価値

車両情報を
軽量かつ機械

可読可能
にする機能

車両情報を収集し、車両情報を重ね
合わせて各アプリへ共有することにより、
各アプリ・システムが軽量かつ機械可読
可能な形で車両情報を利用できる価
値を提供する。

機能要求*

• 車両情報を車両／運行管理システムより収集できること
• 認証された走行支援アプリ／運行管理システムの依頼に

基づき、利用先で軽量かつ機械可読可能な形式に車
両情報を変換し、提供できること

考慮するポイント

• 車両情報のデータ項目、詳細度を定義する

※DADC及び関係者と協議の上定めること。また、非機能要求についても同様に各事業者にて検討の上、DADC及び関係者と協議の上定めること。

C. 自動運転支援道



輸送支援システム
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共同輸送の積載率を高めるためおよび運送事業者の共同輸送活用率を高めるために、需要と供給の状況に基づいて共同輸送の運行ルート、ダイヤを生成し、運送事業
者の予約の受け付けを行い、共同輸送者へ運行を依頼することを目的とする。目的

機能 機能概要・提供価値

共同輸送の
運行を最適化

する機能

需要と供給の状況に基づいて、共同輸
送の運行ルート、ダイヤを生成し、運送
事業者の予約を受け付けし、共同輸
送者へ運行を依頼することで、共同輸
送の積載率向上、運送事業者の共同
輸送利用の向上に貢献する。

機能要求*

• 認証された共同輸送システム／共同輸送アプリから共同
輸送の運行ルート、運行ダイヤ、運行可能区間、提供
可能台数等の共同輸送に関する情報を取得、管理でき
ること

• 共同輸送の運行ルート、運行ダイヤを生成できること
• 認証された輸送管理システム／輸送管理アプリの依頼に

基づき、共同輸送の運行ルート、運行ダイヤの情報を提
供できること

• 認証された輸送管理システム／輸送管理アプリの依頼に
基づき、共同輸送を希望する運行ルート、運行ダイヤ、
荷物属性（サイズ、重さ、荷物種別等）を取得できるこ
と

• 運行ルート、ダイヤへ積付を行えること
• 積付を行った運行ルート、ダイヤに基づき、共同輸送シス

テム／共同輸送アプリへ運行指示、作業指示を送付で
きること

考慮するポイント

• 情報の収集、共有に必要となるデータ項目、データ仕様
は、SIPスマート物流「物流情報標準ガイドライン」を参
考にする

※DADC及び関係者と協議の上定めること。また、非機能要求についても同様に各事業者にて検討の上、DADC及び関係者と協議の上定めること。

C. 自動運転支援道



• システム・アプリ間のインタフェース定義
• 周期的な情報取得、ストリーミングによる情報取得、接続先からの取

得依頼等の複数のデータ連携方法に対応
• 最新バージョンの「サプライチェーン上のデータ連携の仕組みに関するガ

イドライン」に準拠して仕様を決定する
• 流通が想定されるデータを洗い出した上で、必要なデータモデル及びそ

の正規化を業界関係者と検討・合意し、標準データフォーマットを設計
すること。ただし、業界横断で正規化可能なデータモデルについては、
DADC及び「A. ドローン航路」「B. インフラ管理DX」「C. 自動運転
支援道」それぞれに設置するPMOと密に連携を行い、その設計を行う
こと

• データ流通層で空間情報を扱う場合には、APIのクエリパラメーターに
空間IDを標準識別子として採用する等、空間IDを用いたアクセスが
可能となるようにすること。なお、空間IDの仕様については最新バージョ
ンの「４次元時空間情報基盤ガイドライン」に準拠すること

データ流通システム①（ドメイン固有）
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機能 機能詳細* 考慮するポイント機能概要・提供価値

データ流通システムは、各者システム層のシステム、アプリケーション層のアプリ、連携サービス層のシステム間の接続を仲介することにより、異なるインターフェースの差異を吸収し、セキュアかつ
データ主権を担保した連携を容易にする価値を提供する。

データ流通機能

他システムとの連携を行う機能
を提供することで、軽量かつセ
キュアなデータ流通、システム連
携を容易にする価値を提供す
る。

• システム層に配置されたシステム、アプリケーション層に配置されたア
プリケーション、連携サービス層に配置されたシステムとのデータ送
受信をセキュアに行う。

• コネクタ
• アダプタ

目的

※DADC及び関係者と協議の上定めること。また、非機能要求についても同様に各事業者にて検討の上、DADC及び関係者と協議の上定めること。

• システム層に配置されたシステム、アプリケーション層に配置されたア
プリケーション、連携サービス層に配置されたシステムとのデータ送
受信（読み込み（GET）／書き出し（PUT））をセキュアに行
う

• コネクタ機能（正規化されたデータモデルに基づき定義さ
れたデータ構造を連携サービスシステムに読み込み
(GET)・書き込み(PUT)するための処理分岐及び型認
証等を実施する）

• アダプタ機能（コネクタ機能ならびに連携サービスシステム
に接続するための型変換等を実施する）

A. B. C. 共通



データ流通システム②（ドメイン間共通）
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機能 機能詳細* 考慮するポイント機能概要・提供価値

認証系/
アクセス制御系

機能

ユーザー情報やシステムやアプリ
ケーション情報を管理し、ユー
ザー、システム、アプリケーション
があらかじめ利用登録されてい
るか識別することで、安心安全
なデータ連携を認可、保証する
価値を提供する。

• 【ユーザ認証】アプリケーション、ユーザシステムその他システムの利
用ユーザについて、あらかじめ登録されているユーザ本人であること
を確認する機能

• 【システム認証】アプリケーション、ユーザシステムその他システムにつ
いて、あらかじめ登録されているシステムであることを確認する機能

• 【アクセス制御（認可）】認可サーバとしてリソースオーナーのデー
タ開示に係る設定を制御する機能

• 【ユーザ情報管理】 認証に必要となる利用者情報や、システム
情報を管理する。

• 【情報連携】ユーザー情報やシステム情報が外部で管理される場
合、外部と連携して認証を行う。

• 各システムへ付与する識別子の定義
• 識別子の配布方法の定義
• 外部のユーザー情報、システム情報と連携した認証方法の定義
• DADC発行のサプライチェーン上のデータ連携の仕組みに関するガイド

ラインに準拠して仕様を決定する
• アクセス制御（認可）機能についてはOAuthに準拠することとし、

Open ID ConnectによるIDトークン払い出しについても検討すること
• SIP第３期の活動と適宜連携すること

データカタログ
機能

データカタログ、システムカタログ
を提供することで、必要となる
データやシステムを見つけること
を容易にする価値を提供する。

• メタデータを収集、管理し、利用者が検索を行い、利用したいデー
タやシステムの発見を支援する。

• カタログ内のメタデータを管理する機能
• ユーザがカタログにメタデータの定義を登録する機能
• ユーザが条件に合致したメタデータを検索する機能

• メタデータ収集方法の定義
• メタデータの形式の定義
• データカタログ、システムカタログ形式の定義
• DADC発行のサプライチェーン上のデータ連携の仕組みに関するガイド

ラインに準拠して仕様を決定する
• SIP第３期の活動と適宜連携すること

※DADC及び関係者と協議の上定めること。また、非機能要求についても同様に各事業者にて検討の上、DADC及び関係者と協議の上定めること。

• アクセスログの保存場所、管理方法
• 最新バージョンの「サプライチェーン上のデータ連携の仕組みに関するガ

イドライン」に準拠して仕様を決定すること
• SIP第３期の活動と適宜連携すること

アクセスログ
（決済媒介）

分散型のシステムにおいて、
データ送受信の来歴等のアクセ
スログを保存し、不正監視や決
済媒介として利用する。

• データ送受信の来歴等のアクセスログを保存する機能
• アクセスログをもとにシステムの不正挙動及び不正アクセスを監視

する機能
• アクセスログを決済媒介用に保存する機能

A. B. C. 共通


